2002年７月23日

2002年度会員企業経営・業況定期調査結果

調査目的：会員企業各社の業況・経営課題、経済見通しを把握すること（年１回実施、９回目）

調査主体：商工業政策運営委員会

調査方法：正会員370社に調査票を４月下旬に発送。回答のあった194社（52.4%）のデータを集計

１．在シカゴ日系企業経営者の景況感

「収益環境は好転に向かっていると104社53.5%が回答し、景気底入れに期待感が強まっている。但し今年後半の米国景気見通しは66.4%の会員企業がほぼ横這いと回答。先行きは依然不透明感も残る。」

　194社の回答結果を分析すると、2002年度の業況見通しでは、売上高、経常利益、資金繰り、設備投資、自社業況、米国同業界業況の全６項目で2001年度実績を上回った。とりわけ自社の収益環境については、94社48.3%の企業が売上げ増加見込みと答えたのに加え、経常利益についても104社53.5%が好転する見通しと前向きにとらえており、在シカゴ日系企業経営者の景況感の改善傾向が強まってきている。2002年度の自社業況については、93社47.8%が好調ないしやや好調と回答しており、米国内同業者も63社32.5%が改善傾向にあると判断を下している。しかしながら2002年後半の米国内の景気見通しについては、129社66.4%の会員企業が「ほぼ横這い」と見込んでおり、今後会員企業の収益が本格的に好転に向かうかどうかは、円高ドル安が加速している為替レート（126～130円を予想していた会員企業が89社で最多）や株価下落の影響もあり当面予断を許さない。

２．会員企業における雇用動向

「昨年５月と比べ、日本からの派遣社員は53社(27.3%)、現地採用者は68社(35.0%)で減少。」

　日本からの派遣社員数並びに現地採用者数については、2001年５月時点と比べて減少したと回答した企業がそれぞれ53社(27.3%)、68社(35.0%)に達した。これらの企業数は、昨年同時期より増加したと答えた企業を大きく上回っており、景況後退に伴う雇用調整が日系企業にも及んでいることが明らかになった。なお日本からの派遣社員数については３名以内と回答した企業が89社(45.8%)で最多。さらに現地従業員の採用方法としては人材派遣会社を活用すると答えた企業が最も多く123社。(63.4%)

３．新規プロジェクトの計画　「今後１年以内に新規プロジェクトを計画は84社・43.2%」

　2002年度設備投資を増加すると答えた会員企業は、昨年より14ポイント増えて47社24.2%に達した。資金繰りも35%(68社)の企業で好転してきていることから、今後１年以内に新しいプロジェクトを計画していると答えた企業が84社・43.2%に達した。一方で新規プロジェクトの実施は当面凍結中・もしくは予定なしと答えた企業も85社・43.8%あり、当面は米国全体の景気回復状況を見極めた上で検討すると答えた企業との間で二極化が目立っている。

４．社員支援制度　「75%以上の会社で日本からの派遣者・家族に対する一時帰国制度を導入」
　社員支援制度で最も多くの会員企業で採用されているのが健康診断費用の補助。６割以上の会社(122社)で導入されている。このほか、日本からの派遣者に対する支援内容として、75%（3/4）以上の会社で本人及び家族の一時帰国制度が採用されている。また駐在員子弟の良質な教育環境を確保するため、双葉会授業料の補助を行っている会員企業が107社(55.1%)、現地校授業料の補助を行っていると答えた企業も93社あった。

＜アンケート回答企業の概要＞

　回答企業の業種は、約60％が製造業（117社）で、非製造業は約40％（77社）。製造業の内訳をみると、工作機械・同部品24社、一般機械・部品23社、電気・電子機器23社の順に回答が多く、非製造業では商社・卸売32社、運輸・倉庫17の順。またこれら会員企業のうち、当地において販売・営業を主体として活動を行っていると回答した企業が約60％（113社）に達し、実際の生産活動を伴った業務を実施していると答えた企業は計57社（29.5%）。

Ⅰ.アンケート回答企業の概要

貴社の該当する業種をお答えください



業種
社数
構成（％）

製造業
117
60.3

食品・食品加工
3
1.5

繊維・衣料
0
0.0

化学・薬品
12
6.2

金属・鉄鋼
10
5.2

一般機械・部品
23
11.9

工作機械・同部品
24
12.3

電気・電子機器
23
11.9

自動車・輸送機械
5
2.6

製紙・印刷
1
0.5

事務機・同部品
0
0.0

その他製造業
16
8.2

非製造業
77
39.7

建設・不動産
3
1.5

商社・卸売
32
16.5

小売・飲食
3
1.5

運輸・旅行
17
8.8

金融・保険
8
4.2

その他サービス
14
7.2

貴社の主な事業をお答えください




社数
構成（％）

生産・開発主体
8
4.2

販売・営業主体
113
58.2

生産・販売主体
49
25.3

統括管理主体
2
1.0

情報収集主体
6
3.1

交流研修主体
0
0.0

その他
16
8.2

日本からの派遣社員数をお答えください

＜昨年同時期より増加＞　　 28社　(14.4%)

＜昨年と同じ＞　　　　　　　　108社　(55.6%)

＜昨年同時期より減少＞　 　53社　(27.3%)







派遣社員数（人）
01年5月
02年5月


社数
比率（％）
社数
比率（％）

1～3
89
45.8
89
45.8

4
12
6.1
18
9.2

5
18
9.2
13
6.7

6～10
35
18.0
30
15.5

11～15
6
3.1
7
3.6

16～20
5
2.5
6
3.1

21～25
2
1.0
2
1.0

26～
5
2.5
3
1.5

現地採用者数をお答えください

＜昨年同時期より増加＞　　40社　(20.6%)

＜昨年と同じ＞　　　　　　　　83社　(42.8%）

＜昨年同時期より減少＞　　68社　(35.0%)







現地採用者数（人）
01年5月
02年5月


社数
比率（％）
社数
比率（％）

1～30
124
63.9
125
64.4

31～50
14
7.2
10
5.1

51～100
16
8.2
18
9.3

101～500
23
11.8
23
11.8

501～1000
3
1.5
2
1.0

1001～
3
1.5
1
0.5

現地採用者の勤続年数をお答えください





現地採用者数(人)
勤続5年以上
勤続10年以上
勤続20年以上


社数
比率（％）
社数
比率（％）
社数
比率（％）

1～25
118
60.8
92
47.4
37
19.0

26～50
7
3.6
6
3.0
2
1.0

51～75
4
2.0
0
0.0
0
0.0

76～100
1
0.5
2
0.5
0
0.0

101～125
1
0.5
1
0.5
0
0.0

126～
3
1.5
1
0.5
0
0.0

現地採用者を募集する頻度をお答えください.



頻度
社数
比率（％）

年1回未満
84
43.2

年2回以上
23
11.8

年6回以上
1
0.5

通年
73
37.6

採用方法をお答えください（複数回答）



採用方法
社数
比率（％）

新聞広告
75
38.6

人材派遣
123
63.4

インターネット
22
11.3

その他
62
31.9

------------------------------------------------------------------------------------------------

Ⅱ.貴社業況（以下は小数点第１位まで）

①売上高


急増
やや増加
ほぼ不変
やや減少
急減

売上高
2
38
30
64
55

（2001年実績）
1.0%
19.5%
15.4%
32.9%
28.3%

売上高
5
89
63
26
5

（2002年見通）
2.5%
45.8%
32.4%
13.4%
2.5%

②経常利益


好転
やや好転
ほぼ不変
やや悪化
悪化

経常利益
8
26
30
56
61

（2001年実績）
4.1%
13.4%
15.4%
28.8%
31.4%

経常利益
11
93
54
25
7

（2002年見通）
5.6%
47.9%
27.8%
12.8%
3.6%

③資金繰り


好転
やや好転
ほぼ不変
やや悪化
悪化

資金繰り
6
26
86
46
23

（2001年実績）
3.1%
13.4%
44.3%
23.7%
11.8%

資金繰り
7
61
93
18
5

（2002年見通）
3.6%
31.4%
47.9%
9.2%
2.5%

④設備投資


急増
やや増加
ほぼ不変
やや減少
急減

設備投資
5
１5
80
41
24

（2001年実績）
2.5%
7.7%
41.2%
21.1%
12.3%

設備投資
1
46
98
22
7

（2002年見通）
0.5%
23.7%
50.5%
11.3%
3.6%

⑤自社業況


好調
やや好調
ほぼ不変
やや悪化
悪化

自社業況
5
26
42
61
52

（2001年実績）
2.5%
13.4%
21.6%
31.4%
26.8%

自社業況
3
90
67
24
4

（2002年見通）
1.5%
46.3%
34.5%
12.3%
2.0%

⑥米国同業界の業況


好調
やや好調
ほぼ不変
やや悪化
悪化

同業界業況
1
9
38
62
77

（2001年実績）
0.5%
4.6%
19.5%
31.9%
39.6%

同業界業況
3
60
88
25
9

（2002年見通）
1.5%
30.9%
45.3%
12.8%
4.6%

Ⅲ. 今後の経営見通し

新プロジェクト立ち上げの計画
社数
比率（％）

　今後３ヶ月以内
30
15.4%

　３～６ヶ月以内
19
9.7%

　６～１２ヶ月以内　
35
18.0%

　１２～２４ヶ月以内　
12
6.1%

　凍結中・当面予定なし
85
43.8%

Ⅳ. 社員の支援制度





支援制度・内容
社数
比率（％）

語学研修補助（本人）
56
28.8%

語学研修補助（家族）
43
22.1%

健康診断費用の補助
122
62.8%

民間傷害保険の補助
77
39.6%

社員用借上げ住宅の貸与
19
9.7%

社員用借上げ住宅の家賃補助
73
37.6%

危機管理や安全対策
29
14.9%

日本からの派遣者への支援



支援制度・人数
社数
比率（％）

本人の一時帰国制度
151
77.8%

家族の一時帰国制度
151
77.8%

家族の呼び寄せ制度
61
31.4%

現地校授業料の補助
93
47.9%

双葉会授業料の補助
107
55.1%

Ⅴ.　2002年後半の経済見通し

①米国全体の景気



好調
ほぼ横這い
下降

51
129
4

26.2%
66.4%
2.0%





②日系企業の新規対米進出・投資動向



増加
ほぼ横這い
減少

14
79
77

7.2%
40.7%
39.6%





③当地日系企業の日本人駐在員数



増加
ほぼ横這い
減少

1
77
111

0.5%
39.6%
57.2%





④日本（本社）の景気



好転
ほぼ横這い
悪化

20
112
38

10.3%
57.7%
19.5%





⑤為替レート



120円以下
121～125円
126～130円

3
27
89

1.5%
13.9%
45.8%

131～135円
136～140円
141円～

50
8
5

25.7%
4.1%
2.5%

